
 

  

申 請 者 
・ 西美濃創生広域連携推進協議会（市役所・町役場） 

・ 大垣商工会議所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

＊補助対象経費（消費税及び地方消費税を除いた額）から、国・県等の補助金を差し引いた額に補助率を

乗じた額が補助金額になります（限度額あり）。 

＊補助金は、予算額に到達次第終了いたします。 

＊補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等は、事業完了後5年間保存する必要があります。 

＊詳しくは、各ＨＰをご参照ください。  

（交付決定通知書） 

交付申請書の審査 

交付決定通知書の送付 

実績報告書の審査 

補助金確定通知書の送付 

補助金の受領 

交付申請書等の作成・提出 

<必要書類> 

交付申請書、事業計画書、補助金からの 

暴力団排除に関する確約書、見積書等 

関係書類 

Ⅰ 交付申請 

＊交付決定前に実施した事業は補助対象外に

なりますのでご注意ください。 

＊補助事業の内容を変更、中止、廃止する  

場合は、事前の承認が必要になります。 

交付決定 

Ⅱ 補助事業の実施・完了 

（補助金確定通知書） 

Ⅲ 実績報告 

実績報告書等の作成・提出 

<必要書類> 

実績報告書、事業報告書 

領収書等関係書類 

Ⅳ 交付請求 

交付請求書等の作成・提出 

<必要書類> 

交付請求書、口座振込依頼書 

補助金交付の手続き 

補助金の交付 

＊令和8年3月27日まで 

に提出いただく必要

があります。 

交付額確定 

交付申請から補助金受領までの流れ 



記入例 

第１号様式（第３条関係） 

令和〇年〇月〇日 

 

 西美濃創生広域連携推進協議会長 石田 仁 様 

 

申請者  所 在 地 大垣市〇〇町〇丁目〇番地 

（住 所）              

団 体 名 株式会社〇〇       

代表者氏名 代表取締役 〇〇 ○○  

 

西美濃創生産業活性化広域連携推進事業補助金交付申請書 

 

西美濃創生産業活性化広域連携推進事業補助金交付要綱第３条の規定により、次の

とおり申請します。 

なお、交付申請にあたり、西美濃創生広域連携推進協議会が納税状況を調査するこ

とに同意します。 

 

１ 補助事業の名称    〇〇支援事業 

 

２ 交付申請額       80,000円 

 

３ 補助事業に要する経費 200,000円（消費税及び地方消費税に相当する額を除く） 

 

４ 補助事業の目的    販路拡大のため 

 

５ 補助事業の事業計画の概要及び収支予算書 

  （別紙のとおり） 

 

６ 添付書類  

⑴ 西美濃創生広域連携推進協議会長が定める書類  

代表者氏名には肩書及び

氏名をご記入ください  

事業計画書＞収支予算＞支出の部の  

合計欄の「うち補助対象経費」の  

金額と一致させてください。  



記入例 

第２号様式（第３条関係） 

 

西美濃創生産業活性化広域連携推進事業補助金からの  

暴力団排除に関する確約書  

 

私は、西美濃創生産業活性化広域連携推進事業補助金交付申請に際し、次に

掲げる事項について確約します。  

 

１ 私は、次の各号のいずれにも該当しません。  

⑴ 暴力団又は暴力団員（以下「暴力団等」という。）  

⑵ 役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である

場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）

が暴力団員であるなど暴力団がその経営又は運営に実質的に関与してい

る個人又は法人若しくはその他の団体（以下「法人等」という。）  

⑶ 役員等が、暴力団員であることを知りながら、これを使用し、又は雇用

している個人又は法人等  

⑷ 役員等が、その属する法人等若しくは第三者の不正の利益を図る目的又

は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団等を利用している個人又は

法人等  

⑸ 役員等が、暴力団等に対して資金を提供し、又は便宜を供与するなど、

直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している個人又

は法人等  

⑹ 役員等が、その理由を問わず、暴力団等と社会的に非難されるべき関係

を有する個人又は法人等  

⑺ 役員等が、暴力団等がその経営又は運営に実質的に関与している業者で

あることを知りながら、下請契約、業務の再委任契約、資材等の購入契約

等を締結し、これを利用している個人又は法人等  

２ この確約に関し、私が虚偽の申告をしたことが判明した場合には、直ちに、

補助金交付決定を取り消されても異存ありません。  

３ この確約の確認を行うため、所轄の警察署に意見聴取を行う場合があるこ

とに異論ありません。  

 

 令和〇年〇月〇日  

 西美濃創生広域連携推進協議会長 石田 仁 様 

 

住所    大垣市〇町〇丁目〇番地  

団体名   株式会社〇〇 

代表者氏名 代表取締役 〇〇 〇〇 

代表者氏名には肩書及び

氏名をご記入ください  



記入例 

第６号様式（第７条関係） 

 

  令和□年□月□日 

 

 西美濃創生広域連携推進協議会長 石田 仁  様 

 

申請者  所 在 地 大垣市〇〇町〇丁目〇番地 

（住 所）              

団 体 名 株式会社〇〇       

代表者氏名 代表取締役 〇〇 ○○  

 

 

西美濃創生産業活性化広域連携推進事業補助金実績報告書 

 

令和〇年〇月〇日付け補助金交付決定通知に係る補助事業が完了したので、西美濃

創生産業活性化広域連携推進事業補助金交付要綱第７条の規定により、次のとおり報

告します。 

 

 

１ 補助事業の名称    〇〇支援事業 

 

２ 補助事業に要する経費 200,000円（消費税及び地方消費税に相当する額を除く） 

 

３ 交付決定額       80,000円 

 

４ 完了の年月日     令和□年□月□日 

 

５ 補助事業の成果及び収支決算 

  （別紙のとおり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代表者氏名には肩書及び

氏名をご記入ください  

申請後に協議会から送付される交付決定

通知書の日付をご記入ください。 



記入例 

第８号様式（第９条関係） 

 

令和△年△月△日 

 

 西美濃創生広域連携推進協議会長 石田 仁  様 

 

申請者  所 在 地 大垣市〇〇町〇丁目〇番地 

（住 所）              

団 体 名 株式会社〇〇       

代表者氏名 代表取締役 〇〇 ○○  

 

 

西美濃創生産業活性化広域連携推進事業補助金交付請求書 

 

令和△年△月△日付けで確定通知を受けた補助金について、西美濃創生産業活性化

広域連携推進事業補助金交付要綱第９条の規定により、次のとおり請求します。 

 

 

１ 補助事業の名称   〇〇支援事業 

 

２ 通知書番号     西広協第〇号の2 

 

３ 交付確定額     80,000円 

 

４ 既交付額         0円 

 

５ 今回請求額     80,000円 

 

第6号様式提出後に、協議会から送付される 

交付金額確定通知書の日付をご記入ください。 

 

【注意事項】 

第1号様式提出後に協議会から送付される 

交付決定通知書の日付ではありませんので

ご注意ください。 

代表者氏名には肩書及び

氏名をご記入ください  

第6号様式提出後に、協議会から送付される 

交付金額確定通知書の通知書番号をご記入 

ください。 

 

【注意事項】 

第1号様式提出後に協議会から送付される 

交付決定通知書の通知書番号ではありませ

んのでご注意ください。 


